











































公表の観点から国務院に関する 1973年 1月 12日再編法律を改正する 2016


























2. 1831 年 2 月 7 日ベルギー憲法（抄）



























































































































































































　　本条は 2012年 10月 14日に発効する。
第 161 条〔行政裁判所〕　いかなる行政裁判所も、法律によらなければ設置
することができない。
3.　国務院に関する 1973 年 1 月 12 日再編法律













































































































































第 6 条の 2〔立法部による立法の再編、法典化及び簡易化〕　首相、共同体
又は地域圏執行府の長、ブリュッセル制度に関する 1989年 1月 12日特別













































































第 14 条の 2〔国家、共同体及び地域圏に関する協議等の取扱い〕　当該再編
法律第 14条の適用のために、国家、共同体及び地域圏間の関係に関し、
かつ、憲法第 39条、第 127条 §1、第 128条 §1、第 129条 §1、第 130条
§1、第 135条、第 136条第 1項、第 140条、第 175条、第 176条及び第
177条の執行のために制定される法律により又はこれに基づいて予定され
ている協議、協力、情報通知、意見、拘束的意見、合意、制度改革に関す
る 1980年 8月 8日特別法律第 92条の 2で定める協力援助合意を除いた共
通合意、及び、提案は、実質的な形式と見なされる。
②　ただし、自然人、及び、国家、共同体、地域圏及びブリュッセル制度に
関する 1989年 1月 12日特別法律第 63条で定める事項に関して合同共同
体委員会を除いた法人は、前項で定める形式の違反を援用することはでき
ない。

















　一　州選挙の組織に関する 1921年 10月 19日法律第 4編、市町村選挙に
関する法律第 5編と第 6編及びそこで言及されている諸規定、並びに、









月 7日法律第 18条の 4及び第 21条の 3で定める訴えについて
　七　連邦議会の選挙についてかかる選挙費用の限界及び統制並びに政党の





第 16 条の 2　（削除）
　　第 3 章　行政急速審理
第 17 条〔執行停止及び一時的措置〕


















































































第 19 条〔行政訴訟部での手続に関する諸事項〕　第 11条、第 12条、第 13














































































































































第 26 条の 2〔1980 年 8 月 8 日特別法律が定める訴えについての手続〕　行政

































第 29 条〔準用規定及び二重審査の禁止〕　裁判拒否に関する刑法典第 258条









§1　第 11条、第 11条の 2、第 12条、第 13条、第 14条、第 14条の 3、第
16条、第 17条、第 30/1条、第 36条及び第 38条で定める場合において行
政訴訟部で従うべき手続は、閣議で審議決定された王令により定める。




























要な場合には §1並びに第 14条、第 17条、第 18条、第 21条、第 21条の
2及び第 90条に違反するような外国人の領土へのアクセス、滞在、居住














§2 の 2　国王は、閣議で審議決定される王令により、必要な場合には §1並
びに第 14条、第 17条、第 18条、第 21条、第 21条の 2及び第 90条に違
反するような財政部門及ぶ財政部局の監視に関する 2002年 8月 2日法律











§2 の 3　国王は、閣議で審議決定される王令により、必要な場合には §1並
びに第 14条、第 17条、第 18条、第 21条、第 21条の 2及び第 90条に違















る 1989年 7月 4日法律第 15条の 3を適用して申し立てられる請求の取り
扱いについての期限及び手続の特別準則を定める。
②　行政文書及び訴えに依拠しての関与を取り扱っている第 19条、第 21条














































第 31 条の 2　（削除）
第 32 条〔却下の黙示的決定の場合等〕　却下の黙示的決定に対する取消しの





















































































































第 51 条の 2　（削除）































の言語的地位は、司法に関する言語の使用ついての 1935年 6月 15日法律























当該下士官が軍隊での言語の使用に関する 1938年 7月 30日法律第 8条第
1項の意味で実効的な知識を有する言語で取り扱われるものとする。













　三　第 54 条から第 59 条までで定める事案で、共同申請で提起されるもの
で、かつ、第 54 条から第 59 条までで定められる基準が一方又は他方の
言語の使用を強制している事案
　四　第 60 条で定める事案で、法的状況を確定する必要がある資格保持者








第 63 条〔判決の言語〕　第 11条、第 11条の 2、第 12条、第 13条、第 14












































































































































































































へのアクセス、滞在、定住及び不在に関する 1980年 12月 15日法律第
39/1条で定める外国人訴訟評議会の書記局構成員ではなかったとき

















































































































































































































































































































































































































































































②　第 70条 §1第 2項から第 12項は、補佐官の提示に適用する。
③　提示は、司法法典第 348条第 1項、第 349条第 4項第 2文及び同条第 5
項第 1文で定められる準則を遵守しながら行われる。






































の期間は、意見が第 85条を適用して総会によって又は第 85条の 2を適
用して合同部会によって付与される場合には 75日まで延長される。
　二　立法部に付託する機関が 30日以内に意見の伝達を要求するとき。こ
の期間は、意見が第 85条を適用して総会によって又は第 85条の 2を適
用して合同部会によって付与される場合には 45日まで延長される。こ
の期間は、7月 15日から 7月 31日までに行われるとき、又は、7月 15






















§3　第 2条 §1第 2項の適用に加えて、本条 §1第 1項第 1号及び第 2号で定
める場合において、立法部意見は、起草者の権限、法的根拠及び規定され
る形式性の達成についての審査にとどめることができる。立法部意見は、


































































の平均取り扱い期間が第 20条 §3で定める期間の 2倍を超えると思われる
ときは、第一長官、又は、長官が行政訴訟部に責任を負うときは長官が、










































































































§1　第 17条 §1第 2項、§3第 5項、§4、§7、第 18条第 2項から第 4項まで、
第 52条第 2項及び第 61条の特例として、行政に関する言語の使用につい
ての 1966年 7月 18日再編法律第 7条で定める市町村の 1つに定住する人
物によって提起された、第 11条、第 12条、第 13条、第 14条、第 16条


































































②　第 21条第 6項及び第 30条 §3は、聴聞官の 2名の構成員が、訴えは不
受理とする若しくは棄却されるべきと結論付け、又は、行為若しくは命令
は取り消されなければならないと結論付けるときにしか適用されない。





§7　第 21条の 2§2、第 30条 §2及び §2の 2第 3項第 1文は、§1から §4ま
でに基づいて行政訴訟部総会により取り扱われる事案には適用しない。

















②　第 93条 §4に従って行政訴訟部総会に付託された事案は、第 1項を適用
して、付託の日に訴訟事件目録において登録された事案に続いて、付託の
日に訴訟事件目録に登録されたものと見なされる。






























る場合には、第 95条 §2から §5までに従って行政訴訟部総会を主宰する
者の投票が優先する。
































































































































































































































































































期間について、国務院の 2つの部のうち 1つの部の 1つの部会において、
定員超過の複数の書記官を指名する。
4. 憲法第 82 条で定める両院協議会を組織し、国務院に関する再編法律
を修正する 1995 年 4 月 6 日法律（抄）








②　両院の議長は、緊急の場合に、意見が、国務院再編法律第 84条 §2第 1
項の意味での平日 5日間を超えない期限内において作成されることを求め
ることができる。
5.　立法部の意見の公表の観点から国務院に関する 1973 年 1 月 12 日
再編法律を改正する 2016 年 8 月 16 日法律
第 1 条〔目的〕　本法律は、憲法第 78条で定める事項を規律する。
第 2 条　〔略。再編法律に第 5/1条を挿入〕
第 3 条　〔略。再編法律に第 5/2条を挿入〕
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第 4 条　〔略。再編法律に第 5/3条を挿入〕
第 5 条　〔略。再編法律に第 5/4条を挿入〕
第 6 条〔本法律発効前になされた国務院立法部意見の公表〕　本法律の発行
より前に国務院によってなされた意見は、閣議で審議決定される王令によ
り定められた態様に従って、遅くとも 2019年 1月 1日までに公表する。
第 7 条〔本法律の発効日〕　本法律のベルギー官報での公表後 10日後に発効
する第 5条を除いて、本法律は、国王により定められた日に、かつ、遅く
とも 2017年 1月 1日に発効する。
＊　本稿は、平成 30年度～令和 2年度科学研究費（基盤研究（C））「ヨー
ロッパにおける二重機能型国務院の比較法的研究―権力分立と人権保障の
観点から―」及び令和元年度～令和 2年度成城大学特別研究助成金「国内
及びヨーロッパの諸機関による国内法秩序形成に関する比較研究」の研究
成果の一部である。
